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健康増進法に基づき市町村が実施する健康増進事業について

　時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　今般、厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室、及び老健局老人保健課より、各

都道府県等衛生主管部（局）健康づくり担当課、及び老人保健主管部（局）老人保健

事業担当課宛てに、標記の件につきまして事務連絡がなされましたので、参考までに

お送りいたします。。

　老人保健法に基づく老人保健事業については、平成20年度以降、特定健診等に相

当する部分を除き、がん検診と併せて健康増進法第17条第1項又は第19条の2に

基づき、引き続き市町村において実施することとなっております。

　つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただきますよう、よろ

しくご高配のほどお願い申し上げます。



事　　務　　連　　絡

平成19年7月31日

　都道府県
　　　　　　衛生主管部（局）健康づくり担当課御中
各指定都市
　　　　　　老人保健主管部（局）老人保健事業担当課　御中
　中核市

厚生労働省健康局総務課

　　　　　生活習慣病対策室

厚生労働省老健局老人保健課

健康増進法に基づき市町村が実施する健康増進事業について

　皆様方におかれましては厚生労働行政の円滑な運営にご尽力を賜り、厚く御

礼申し上げます。

　さて、老人保健法に基づく老人保健事業については、平成20年度以降、特

定健診等に相当する部分を除き、がん検診と併せて健康増進法第17条第1項

又は第19条の2に基づき、引き続き市町村において実施することとなります。

　平成20年度以降のこれらの事業の取扱いについては、追って通知いたしま

すが、現在、下記の方向で検討を進めているところです。

　各都道府県におかれましては、平成20年度以降の各事業の準備の参考とし

ていただくとともに、貴管内市町村その他関係機関に対する周知をお願いいた

します。

1．平成20年度以降の各事業の内容等について

【健康手帳の交付】

○　老人保健法に基づく医療給付がなくなるため、交付対象者は、40歳以

　上の者であって、特定健診等の健診を受けた者、健康教育、健康相談、機

　能訓練、訪問指導及び第19条の2に基づく検診等を受けた者とする。

○　標準となる様式についても特定健診等を踏まえて一部変更する。



【健康教育】

（集団健康教育）

○　内容等については老人保健事業を引き継ぐものとする。

（個別健康教育）

○　特定保健指導の対象者を除き、重複実施を避ける。

○　内容等については老人保健事業を引き継ぐものとする。

【健康相談】

○　内容等については老人保健事業を引き継ぐものとする。

【基本健康診査】

○　基本的に医療保険者の実施する特定健診へ移行する。

○　生活保護受給者等、高齢者の医療の確保に関する法律第20条の加入者

　に含まれない40歳以上の者に対する健診等については、健康増進法に基

　づき市町村が実施する。

【歯周疾患検診】

○　内容等については老人保健事業を引き継ぐものとする。

【骨粗鬆検診】

○　内容等については老人保健事業を引き継ぐものとする。

【健康度評価】

○　特定健診・特定保健指導の実施に伴い廃止する。

【肝炎ウイルス検診】

○　内容等については老人保健事業を引き継ぐものとする。

【機能訓練】

○　内容等については老人保健事業を引き継ぐものとする。

【訪問指導】

○　特定保健指導の対象者を除き、重複を避ける。

○　内容等については老人保健事業を引き継ぐものとする。

【がん検診】

○　内容等については基本的に現在と同様とする。



2．補助のあり方について

○　現在、老人保健法において、市町村の行う老人保健事業に要する費用に

　対し、国及び都道府県はそれぞれ1／3ずつ負担することとされている。

○　平成20年度以降も、市町村は基本的に引き続き同様の事業を行うこと

　から、国、都道府県及び市町村の従来の費用負担割合を維持するものとす

　る。

○　このため、管内市町村が行う健康増進事業に対して2／3補助する都道

　府県に対し、その1／2を国が補助する制度を創設し、現行の負担割合を
　　　　　　　　　　　　　　　　
　維持することとする（政令指定都市に対しては1／3補助とする）。

○　なお、都道府県健康増進計画においては、管内市町村が行う健康増進事

　業に対する支援を行うことを明記するとともに、政令指定都市においては、

　政令市健康増進計画において、健康増進事業の実施について明記すること

　とする。



（参考）

○健康増進法（平成十四年法律第百三号）

（都道府県健康増進計画等）

第八条　　（略）

2・3　（略）

4　国は、都道府県健康増進計画又は市町村健康増進計画に基づいて住民の健

　康増進のために必要な事業を行う都道府県又は市町村に対し、予算の範囲内

　において、当該事業に要する費用の一部を補助することができる。

（市町村による生活習慣相談等の実施）

第十七条　市町村は、住民の健康の増進を図るため、医師、歯科医師、薬剤師、

　保健師、助産師、看護師、准看護師、管理栄養＋、栄養士、歯科衛生士その

　他の職員に、栄養の改善その他の生活習慣の改善に関する事項につき住民か

　らの相談に応じさせ、及び必要な栄養指導その他の保健指導を行わせ、並び

　にこれらに付随する業務を行わせるものとする。

2　（略）

（市町村による健康増進事業の実施）

第十九条の二　市町村は、第十七条に規定する業務に係る事業以外の健康増進

　事業であって厚生労働省令で定めるものの実施に努めるものとする。

※第8条第4項及び第19条の2は、平成20年4月1目施行
※法第19条の2に基づく省令において、がん検診等を規定


